
　　　　　②図面（平面図・立面図）

　　　　　また、事業完了予定日は、補助対象の県産材製品に係る支払いが完了する予定日を記入すること。
（注）３　事業の概要として、木材使用量算出表のほかに、次の書類を添付すること。
　　　　　①工事請負契約書（又は請書）の写し（ただし、契約前に申請を行う場合は、見積書でも可とする）

　　　　　④計画書提出時チェックリスト（申請者欄にチェックを入れてください）
　　　　　⑤県産材利活用宣言書

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ

（注）１　事業の区分は、該当する項目に○をする。
（注）２　事業着手予定日は、補助対象の県産材製品の購入に係る発注予定日を記入すること。

電 話

Ｆ Ａ Ｘ

連
絡
先

会 社 名

担 当 者 名

県 産 材 等 使 用 量 ㎥（小数点第３位切捨て）

ホ ー ム ペ ー ジ 改 修 費 　　　　　　　　　　　　　　　円※不要の場合は、記載不要

月 日

予 定 補 助 額 円(新築上限44万円：増改築等15万円）

月 日

事業完了予定日 ( 注 ) ２ 令和 年

年

月 日

事業着手予定日 ( 注 ) ２ 令和 年

事
業
内
容

事 業 の 区 分 ( 注 ） １ 新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 地 住 所 　長野県

月 日

住 宅 完 了 ( 予 定 ) 日 令和 年

住 宅 着 工 ( 予 定 ) 日 令和

　　　　　③ホームページ改修に係る見積書（行う場合のみ）

郵便番号

（様式第１号）（第12第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業計画書

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

代表者名

　県産材製品利用促進緊急対策事業を実施したいので、同事業運営要領第12第１項の規定により下記のとおり

提出します。

記

日

事業実施主体
（施工者）

住　　所

会 社 名

令和 年 月



　　　　　また、事業完了予定日は、補助対象の県産材製品に係る支払いが完了する予定日を記入すること。
（注）３　事業の概要として、木材使用量算出表のほかに、次の書類を添付すること。
　　　　　①工事請負契約書（又は請書）の写し（ただし、契約前に申請を行う場合は、見積書でも可とする）

　　　　　④申請時チェックリスト（申請者欄にチェックを入れてください）
　　　　　⑤県産材利活用宣言書

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ aaa@aaa.bbb.jp

（注）１　事業の区分は、該当する項目に○をする。
（注）２　事業着手予定日は、補助対象の県産材製品の購入に係る見積依頼予定日を記入すること。

　　　　　②図面（平面図・立面図）
　　　　　③ホームページ改修に係る見積書（行う場合のみ）

電 話 026-235-0000

Ｆ Ａ Ｘ 026-235-0000

連
絡
先

会 社 名 ○○工務店株式会社

担 当 者 名 ○○　次郎

県 産 材 等 使 用 量 11.05 ㎥（小数点第３位切捨て）

ホ ー ム ペ ー ジ 改 修 費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　円※不要の場合は、記載不要

月 1 日

予 定 補 助 額 243,100 円(新築上限44万円：増改築等15万円）

月 15 日

事 業 完 了 予 定 日 令和 4 年 7

年 3

月 5 日

事 業 着 手 予 定 日 令和 4 年 5

事
業
内
容

事 業 の 区 分 新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 地 住 所 長野県　○○市○○543-2

月 28 日

住 宅 完 了 予 定 日 令和 4 年 9

住 宅 着 工 予 定 日 令和 4

　県産材製品利用促進緊急対策事業を実施したいので、同事業運営要領第12第１項の規定により下記のとおり

提出します。

記

日

事業実施主体
（施工者）

住　　所

会 社 名 ○○工務店株式会社

令和 4 年 5 月 1

（様式第１号）（第12第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業計画書

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

代表者名 代表取締役　○○　太郎

郵便番号

○○市○○123-4

123-4567

記載例



※必要に応じて行を追加して使用してください。

1 0.0000 0.0000

2 0.0000 0.0000

3 0.0000 0.0000

4 0.0000 0.0000

5 0.0000 0.0000

6 0.0000 0.0000

7 0.0000 0.0000

8 0.0000 0.0000

9 0.0000 0.0000

10 0.0000 0.0000

11 0.0000 0.0000

12 0.0000 0.0000

13 0.0000 0.0000

14 0.0000 0.0000

15 0.0000 0.0000

16 0.0000 0.0000

17 0.0000 0.0000

18 0.0000 0.0000

19 0.0000 0.0000

20 0.0000 0.0000

21 0.0000 0.0000

22 0.0000 0.0000

23 0.0000 0.0000

24 0.0000 0.0000

25 0.0000 0.0000

26 0.0000 0.0000

27 0.0000 0.0000

28 0.0000 0.0000

29 0.0000 0.0000

30 0.0000 0.0000

31 0.0000 0.0000

32 0.0000 0.0000

33 0.0000 0.0000

34 0.0000 0.0000

35 0.0000 0.0000

36 0.0000 0.0000

37 0.0000 0.0000

38 0.0000 0.0000

39 0.0000 0.0000

40 0.0000 0.0000

0.0000

補助金計算用計 0.00

（注）　１　補助金計算用計欄は小数点以下3位を切り捨てにより算出してください。

　　　　２　部材名には、土台、柱、桁などの名称を記載してください。また、部材の規格ごとに欄を分けて記載してください。

計算上の補助金額
（計×22,000円）

0
上限を踏まえた補助金額

（新築44万円：増改築等15万円）

計

長さ
(ｍ)

厚
(ｍｍ)

幅
(ｍｍ)

（様式第１号２）（第12第１項関係）

県　産　材　製　品　使　用　量　算　出　表

部材名

規格
材積

（ｍ
３
）

数量 単位
部材数量

（ｍ
３
）

樹種・備考



※必要に応じて行を追加して使用してください。

1 柱 3 150 150 0.0675 2 本 0.1350

2 3 120 120 0.0432 3 本 0.1296

3 間柱 3 30 120 0.0108 42 本 0.4536

4 3 30 90 0.0081 20 本 0.1620

5 土台 4 120 120 0.0576 7 本 0.4032

6 大引 4 90 90 0.0324 33 本 1.0692

7 束 3 120 120 0.0432 5 本 0.2160

8 梁桁 5 240 240 0.2592 1 本 0.2592

9 5 210 210 0.1985 1 本 0.1985

10 2 120 150 0.0360 8 本 0.2880

11 4 270 270 0.2916 1 本 0.2916

12 4 210 210 0.1764 2 本 0.3528

13 2 210 210 0.0882 3 本 0.2646

14 1 210 210 0.0441 3 本 0.1323

15 枠材 4 30 170 0.0204 12 本 0.2448 桧

16 4 30 120 0.0144 15 本 0.2160 桧

17 3 30 160 0.0144 2 本 0.0288 桧

18 巾木 4 30 60 0.0072 10 本 0.0720 桧

19 窓台 4 40 120 0.0192 5 本 0.0960 杉・桧

20 野縁 4 30 40 0.0048 180 枚 0.8640 杉・桧

21 胴縁 4 18 45 0.0032 100 枚 0.3200 杉・桧

22 野地板 2 12 240 0.0058 30 枚 0.1740 杉

23 羽目板 4 12 105 0.0050 160 枚 0.8000 杉

24 フローリング 4 15 105 0.0063 24 枚 0.1512 杉

25 フローリング 4 15 105 0.0063 148 枚 0.9324 赤松

26 床下地板 4 24 105 0.0101 165 枚 1.6665 杉

27 構造用合板 2 9 910 0.0149 76 枚 1.1324

28

29

30

31

32

33 0.0000 0.0000

34 0.0000 0.0000

35

36

37

38 0.0000 0.0000

39 0.0000 0.0000

40 0.0000 0.0000

11.0537

補助金計算用計 11.05

（注）　１　補助金計算用計欄は小数点以下3位を切り捨てにより算出してください。

　　　　２　部材名には、土台、柱、桁などの名称を記載してください。また、部材の規格ごとに欄を分けて記載してください。

計算上の補助金額
（計×22,000円）

243,100
上限を踏まえた補助金額

（新築44万円：増改築等15万円）
150,000

計

杉・桧

杉・桧

杉・桧

杉・桧

杉・桧

杉・桧

長さ
(ｍ)

厚
(ｍｍ)

幅
(ｍｍ)

桧

桧

杉・桧

杉・桧

桧

桧

桧

杉・桧

（様式第１号３）（第12第１項関係）

県　産　材　製　品　使　用　量　算　出　表

部材名

規格
材積

（ｍ
３
）

数量 単位
部材数
量

（ｍ
３
）

樹種・備考

記載例



（様式第１号3）（第３第２項関係）

１．長野県産材を積極的に使用し、県産材を使った住宅の建築を推進します！

２．長野県産材をより深く理解するため、県産材に係る研修会等に積極的に参加します！

３．長野県産材が継続的に使用できるよう、地域の製材工場等との連携を強化します！

４．長野県産材を使った建築物をPRするため、住宅見学会等を積極的に実施します！

５．長野県産材によるウッドチェンジを推進するため、積極的な情報発信を行います！

県産材利活用宣言書

当社（又は私）は、長野県産材の利活用が推進するよう以下のとおり宣言します。

令和　年　月　日

企業名及び
代表者名
（又は宣言者名）



No. 協会
確認欄 備考

1 □はい □いいえ □

2 □はい □いいえ □

3 □はい □いいえ □ トラブルにならないよう施主
への説明をしてください

4 □はい □いいえ □ 「はい」は対象外

5 □はい □いいえ □ 「いいえ」は対象外

6 □はい □いいえ □ 「はい」は対象外

7 □はい □いいえ □ 「いいえ」は対象外

8 □はい □いいえ □

9
□80％以上
※申請可能件
数１棟まで

□80％未満
※申請可能件
数２棟まで

□

10
□はい

※申請可能件
数１棟まで

□いいえ
※申請可能件
数2棟まで

□

11 □はい □いいえ □

12 □はい □いいえ □

13 □はい □いいえ □

14 □はい □該当なし □

15 □はい □いいえ □

16 □はい □いいえ □ 「いいえ」は対象外

※このチェックリストの回答に虚偽があった場合、補助⾦の交付決定の取消し及び補助⾦返還となります。

令和4年度県産材製品利⽤促進緊急対策事業　計画書提出時チェックリスト
申請者（事業実施主体）名

項目

この申請に係る住宅は、⼀⼾建て住宅ですか︖
※⻑屋や共同住宅は対象外です

⻑野県⼯務店協会が実施する県産材製品使⽤状況
調査に御協⼒いただけますか︖
（R6年度から３年間実施予定）

令和３年度県産材製品利⽤促進緊急対策事業を活
⽤しましたか︖

県内に本店を有する住宅建設事業者ですか︖

施⼯地は⻑野県内ですか︖

事業実施主体
確認欄

補助⾦の交付を受ける予定である旨を施主への
説明をしましたか︖
この申請に係る住宅について、他の補助事業
（国⼜は県⼜は市町村）を利⽤⼜は利⽤予定
がありますか︖

申請を⾏うに当たり、県産材製品の仕⼊れ先と相
談しましたか︖（特に納期の確認）

昨年度の新築⼯事実績で⽊材使⽤量のうち、県
産材の割合はどれくらいですか︖

⽊材使⽤算出表は添付されていますか︖

⼯事請負契約書（⼜は請書）の写しは添付され
ていますか︖（契約前の場合は、⾒積書の写し
でも可）

この申請に係る住宅は、令和４年度信州健康ゼ
ロエネ住宅普及促進事業の助成対象に該当しま
すか︖

ホームページの改修を⾏う場合、改修に係る⾒積
書の写しは添付されていますか︖

住宅兼店舗の場合、住居の床⾯積は合計延べ床⾯
積の2分の１以上ですか︖また、住居部分に県産材
製品の活⽤がありますか︖

図⾯（平⾯図・⽴⾯図）は添付されています
か︖

県産材利活⽤宣⾔書は添付されていますか︖



代表者名

（様式第２号）（第14第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業計画変更申請書

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

日

事業実施主体
（施工者）

住　所

会社名

令和 年 月

郵便番号

　県産材製品利用促進緊急事業計画を変更したいので、同事業運営要領第14第１項の規定により下記のとおり

申請します。

記

事
業
内
容

事 業 の 区 分 新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 地 住 所 　長野県

住 宅 着 工 ( 予 定 ) 日 令和 年 月 日

住 宅 完 了 ( 予 定 ) 日 令和 年 月 日

事 業 着 手 予 定 日 令和 年 月

日

県 産 材 製 品 使 用 量

日

事 業 完 了 予 定 日 令和 年 月

㎥（小数点第３位切り捨て）

変 更 理 由

変 更 前 補 助 額 円

変 更 後 補 助 額 円

会 社 名

（注）１　記載及び添付書類については、様式第１号の注意書きによること。

（注）３　県産材製品の使用量が変更となった場合は、様式第１号２を修正し提出すること。

Ｆ Ａ Ｘ

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ

連
絡
先

担 当 者 名

電 話

（注）２　変更となった事項については、変更前の内容を上段に変更後の内容を下段に記載すること。



（注）１　記載及び添付書類については、様式第１号の注意書きによること。
（注）２　変更となった事項については、変更前の内容を上段に変更後の内容を下段に記載すること。

Ｆ Ａ Ｘ 026-235-0000

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ aaa@aaa.bbb.jp

連
絡
先

担 当 者 名 ○○　次郎

電 話 026-235-0000

会 社 名 ○○工務店株式会社

(例)県産材を使った建具が、変更で追加になったため。

変 更 理 由

変 更 前 補 助 額 243,100 円

変 更 後 補 助 額 396,000 円

県 産 材 製 品 使 用 量 別紙のとおり

5 月 15 日

事 業 完 了 予 定 日 令和 4 年

日

事 業 着 手 予 定 日 令和 4 年

7 月 1 日

住 宅 完 了 ( 予 定 ) 日 令和 4 年 9 月 5

代表者名 ○○　太郎

　県産材製品利用促進緊急事業計画を変更したいので、同事業運営要領第14第１項の規定により下記のとおり

申請します。

記

事
業
内
容

事 業 の 区 分 新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 地 住 所 長野県　○○市○○543-2

住 宅 着 工 ( 予 定 ) 日 令和 4 年 3 月 28 日

（様式第２号）（第14第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業計画変更申請書

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

日

事業実施主体
（施工者）

住　所 ○○市○○123-4

会社名 ○○工務店株式会社

令和 年 月

郵便番号 123-4567

記載例



　　　　　③ホームページ改修に係る書類
　　　　　（見積依頼書、見積書、納品書、請求書、領収書（支払ったことが分かる書類）、それぞれの写し）

　　　　　（発注書、納品書、請求書、領収書（支払ったことが分かる書類）、それぞれの写し）

　　　　　また、事業完了日は、補助対象の県産材製品に係る最終の支払いが完了した日を記入すること。
（注）３　事業の概要として、次の書類を添付すること。
　　　　　①県産材製品の材積がわかる書類（信州木材認証製品センターが発行する信州木材認証製
　　　　　　品出荷証明書の写し、変更図面（立面図、平面図等）、写真等）を添付。
　　　　　②県産材製品の購入手続きに係る書類

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ

（注）１　事業の区分は、該当する項目に○をする。
（注）２　事業着手日は、補助対象の県産材製品の購入に係る最初の発注日を記入すること。

連
絡
先

会 社 名

担 当 者 名

ホ ー ム ペ ー ジ 改 修 費 　　　　　　　　　　　　　　　円※不要であれば記載不要

電 話

Ｆ Ａ Ｘ

日

補 助 金 額 円(新築上限44万円：増改築等15万円）

県 産 材 製 品 使 用 量 ㎥（小数点第３位切捨て）

事 業 完 了 日 ( 注 ) ２ 令和 年 月

日

事 業 着 手 日 ( 注 ) ２ 令和 年 月 日

住宅建設完了日(見込み） 令和 年 月

代表者名

　県産材製品利用促進緊急事業を実施したので、同事業運営要領第16第１項の規定により下記のとおり補助金を

交付してください。

記

事
業
内
容

事 業 の 区 分 ( 注 ) １ 新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 地 住 所 　長野県

住 宅 建 設 着 工 日 令和 年 月 日

（様式第３号）（第16第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業補助金交付申請書

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

日

事業実施主体
（施工者）

住所

会社名

令和 年 月

郵便番号



　　　　　③ホームページ改修に係る書類
　　　　　（見積依頼書、見積書、納品書、請求書、領収書（支払ったことが分かる書類）、それぞれの写し）

　　　　　（発注書、納品書、請求書、領収書（支払ったことが分かる書類）、それぞれの写し）

　　　　　また、事業完了予定日は、補助対象の県産材製品に係る支払いが完了する予定日を記入すること。
　　　３　事業の概要として、様式第３号の２算出表のほかに、次の書類を添付する
　　　　　こと。
　　　　　①県産材製品の材積がわかる書類（信州木材認証製品センターが発行する信州木材認証製
　　　　　　品出荷証明書の写し、図面（立面図、平面図等）、写真等）を添付。
　　　　　②県産材製品の購入手続きに係る書類

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ aaaa@aaa.bbb.jp

（注）１　事業の区分は、該当する項目に○をする。
（注）２　事業着手予定日は、補助対象の県産材製品の購入に係る発注予定日を記入すること。

連
絡
先

会 社 名 ○○工務店株式会社

担 当 者 名 ○○　次郎

ホ ー ム ペ ー ジ 改 修 費 　　　　　　　　　　　　　　　円※不要であれば記載不要

電 話 026-235-0000

Ｆ Ａ Ｘ 026-235-0000

日

補 助 金 額 396,000 円(新築上限44万円：増改築等15万円）

県 産 材 製 品 使 用 量 18 ㎥（小数点第３位切捨て）

事 業 完 了 日 ( 注 ) ２ 令和 4 年 7 月 1

日

事 業 着 手 日 ( 注 ) ２ 令和 4 年 5 月 10 日

住宅建設完了日(見込み） 令和 4 年 9 月 5

代表者名 ○○　太郎

　県産材製品利用促進緊急事業を実施したので、同事業運営要領第16第１項の規定により下記のとおり補助金を

交付してください。

記

事
業
内
容

事 業 の 区 分 ( 注 ) １ 新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 地 住 所 長野県　○○市○○543-2

住 宅 建 設 着 工 日 令和 4 年 3 月 28 日

（様式第３号）（第16第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業補助金交付申請書

長 野 県 工 務 店 協 会 長 殿

日

事業実施主体
（施工者）

住所 ○○市○○123-4

会社名 ○○工務店株式会社

令和 4 年 4 月 25

郵便番号 123-4567

記載例



　　　　　通帳のコピー等振込先の分かるもの

口 座 人 名 義

（ カ ナ ）

（注）１　振込先名義は事業実施主体名義とする。
（注）２　次の書類を添付する。

口 座 種 別

口 座 番 号

本 （ 支 ） 店 名

で確定のあった令和４年度県産材製品

利用促進緊急対策事業補助金を下記のとおり請求します。

記

　１　請求額

円

　２　補助金振込先

金 融 機 関 名

代表者名

令和 年 月 日付け4長工協第　　　号

日

事業実施主体
（施工者）

住所

会社名

令和 年 月

郵便番号

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

（様式第５号）（第18関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業補助金交付請求書



長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

（様式第５号）（第18関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業補助金交付請求書

日

郵便番号 123-4567

事業実施主体
（施工者）

住所 ○○市○○123-4

会社名 ○○工務店株式会社

令和 4 年 10 月 1

代表者名 ○○　太郎

令和 4 年 5 月 5 日付け 4長工協第　102号

本 （ 支 ） 店 名 松本支店

で確定のあった令和４年度県産材製品

利用促進緊急対策事業補助金を下記のとおり請求します。

記

　１　請求額

396,000 円

　２　補助金振込先

金 融 機 関 名 ○○銀行

口 座 種 別 普通

口 座 番 号 123456

　　　　　通帳のコピー等振込先の分かるもの

（ カ ナ ） マルマルコウムテンカブシキガイシャ

口 座 人 名 義 ○○工務店株式会社

（注）１　振込先名義は事業実施主体名義とする。
（注）２　次の書類を添付する。



　県産材製品利用促進緊急対策事業計画を中止（廃止）したいので、県産材製品利用促進緊急対

策事業実施要領の運用について第19第１項に規定により下記のとおり申請します。

記

事
業
内
容

事 業 の 区 分

県産材等使用量 別紙のとおり

日

日

新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 市 町 村 　長野県

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

（様式第６号）（第19第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業中止（廃止）申請書

日

事業実施者
（施工者）

住所

代表者名

会社名

郵便番号

令和 年 月

着 手 日 令和

中止（廃止）理
由

補 助 額 円

完 了 予 定 日 令和 年 月

年 月

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ

（注）１　中止（廃止）理由については根拠を明確に記載すること。

連
絡
先

会 社 名

担 当 者 名

電 話

Ｆ Ａ Ｘ



　　　　すること。

Ｅ - ｍ ａ ｉ ｌ aaaa@aaa.bbb.jp

（注）１　中止（廃止、完了期限延長）理由については根拠を明確に記載すること。
（注）２　完了期限を延長しようとするときは、完了予定日欄上段に当初予定日を下段に延長予定日を記載

連
絡
先

会 社 名 ○○工務店株式会社

担 当 者 名 ○○　次郎

電 話 026-235-0000

Ｆ Ａ Ｘ 026-235-0000

中止（廃止）理
由

（例）本店が県外に移転したため

県産材製品使用
量

別紙のとおり

補 助 額 90,000 円

日

事業完了予定日 令和 4 年 9 月 15 日

4 年 5 月 1

　県産材製品利用促進緊急対策事業計画を中止（廃止）したいので、県産材製品利用促進緊急対

策事業実施要領の運用について第19第１項に規定により下記のとおり申請します。

記

事
業
内
容

事 業 の 区 分 新築　・　増改築又はその他リフォーム

施 工 市 町 村 長野県　○○市○○543-2

事 業 着 手 日 令和

事業実施者
（施工者）

住所 ○○市○○123-4

会社名 ○○工務店株式会社

代表者名 ○○　太郎

123-4567

長 野 県 工 務 店 協 会 長 様

（様式第６号）（第19第１項関係）

令和 4 年度

県産材製品利用促進緊急対策事業中止（廃止）申請書

日令和 年 月

郵便番号


